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はじめに 

 

 近年、短期大学に限らず多くの大学で入学者の確保が課題となっており、日本の少

子化が大学運営に及ぼす影響が年々大きくなっていることが感じられる。このような

社会環境の中にあって、短期大学が将来にわたり安定的に運営していくためには、さ

らなる魅力向上が欠かせない。 

 

 県立米沢女子短期大学（以下「米短」という。）は、「公立大学」「女子大学」「短期

大学」という３つの大きな特徴を持っている。昨今、全国的に「女子大学」「短期大学」

の入学者の減少がクローズアップされているが、それぞれの大学のプラスの側面を自

覚し、それをしっかりと外に打ち出していくことが重要である。 

 本検討会議では、こうした観点から、米短が持つプラスの側面を確認していくこと

から議論が行われた。それらは、２年間で充実された教育が実践されていること、社

会に出た学生が短大の教育を振り返って大変役に立っているという自覚、地域社会の

側から短大への高い評価が存在すること、そして、４年制大学への編入学の実績が多

いこと、編入学後に短大での学びがしっかりと役立っていること、などである。 

 まずはこれら米短の魅力を、大学受験を目指す高校生や保護者に分かりやすく伝え

ることが重要である。一方で、本検討会議では、米短の様々な課題も提起されたとこ

ろである。こうした課題を踏まえつつ、魅力をさらに高め、広く還元していくことも

求められる。 

 

 本報告書は、「魅力向上」の具体的方策として、各委員から提示された事項を取りま

とめたものである。これを参考とし、各関係機関や地域の皆様と連携しながら、県立

米沢女子短期大学のさらなる魅力向上に向けた取組みをしっかりと前に進めていく

よう求める。 
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Ⅰ 現状評価及び基本的考え方 

米短は、「公立大学」「女子大学」「短期大学」という３つの大きな特徴を持ってお

り、２年間で充実した教育が実践されていることで、地域社会からの信頼と高い評価

を得ている。魅力向上の取組みにあたっては、これら米短の特徴のプラスの側面を自

覚し、しっかりと外に打ち出していくことが必要である。 

これまでも米短においては様々な魅力向上の取組みがなされているが、近年は他

大学でも独自の取組みがなされ、効果をあげている例もみられる。米短の独自性を認

識し、他大学との差別化やブランド化を図っていくことが重要であり、これら他大学

の取組みも参考としながら、米短の実情に応じて、社会の変化やニーズに対応した大

学の体制やカリキュラムの検討などの取組みを戦略的に進めていく必要がある。 

 

また、少子化や価値観の変容などの社会的潮流に対しては、大学だけではなく、地

域社会全体での対応が必要である。特に、広報をはじめとした様々な面で、地元自治

体である米沢市との連携は極めて重要である。 

全国的な傾向として、短期大学を取り巻く環境は厳しい。短期大学が生き残ってい

くためには、男女共学化や４年制大学化なども視野に入れた展開も考えるべきである。 

 

以下に述べる魅力向上策には、短期的に取り組むべき対策、中・長期的に取り組む

必要がある対策が含まれる。このことを考慮しながら包括的・戦略的に魅力向上策を

推進していくことが望ましい。 

 

 

Ⅱ．魅力向上に向けた具体的な取組み 

米短の魅力向上に向けて、検討会議では各委員から多岐にわたる意見、提案が述

べられた。それらを「米短の魅力を伝える取組み」「米短の魅力を高める取組み」

「米短の魅力を広く還元する取組み」の３つに整理し、以下のとおり報告する。 

 

１ 米短の魅力を伝える取組み 

先に述べたように米短に対する地域の評価は高く、検討会議としては、大学のあり

方や教育内容に大きな問題があるのではなく、米短の価値が高校生や保護者へ十分に

伝わっていないことに問題意識を持っている。 

まずは、現在すでにある米短の魅力を伝える取組み、情報発信の強化など、短期的

にできる対策から始めるべきである。 
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1-1 学生目線・保護者目線での情報発信の強化 

情報発信にあたっては、学生や保護者の目線に立って、発信方法やコンテンツを検

討することが必要である。例を挙げると、「入学後に知った米短の魅力」を学生の生の

声や学生の目線で発信するなど、学生を巻き込みながら、効果的で持続可能な情報発

信の仕組みを構築すべきである。 

他大学の例を見ても、学生の主体的な広報参加により大学の魅力を学生自身の手で

自然に拡散させていく取組みは効果的と思われる。米短においても「学生参加型広報」

を強化すべきと考える。 

学生の日々の活動がメディア等で発信されることは、保護者に安心感を与えること

にもつながる。 

 

若者の情報収集ツールであるＳＮＳによる広報においては、学生目線で情報のわか

りやすさを確保すべきである。サムネイルに文字を付すなど視認性を高める工夫や、

プッシュ型のアプローチを行うなど、効果的な発信手法が存在することから、これら

について、広報やデザインの専門家から助言を受けることも有効である。 

また、現在米短にはＳＮＳの公式アカウントがないが、信頼性確保の観点からすれ

ば、公式としての情報発信があったうえで学生目線の楽しい発信が加わる形であれば、

より望ましい。 

 

1-2 高校・中学校とのコミュニケーションの推進 

高校生にとって、高校在学中に米短生との接点があれば、米短が進学先の選択肢の

ひとつとなる。米短生が高校に出向いて米短の魅力をＰＲする機会を設ける、教員志

望の学生が部活動や探究活動を支援するなど、高校生と直接コミュニケーションを持

てる機会があるとよい。他大学では、オープンキャンパスに力を入れることにより参

加者を実際の受験までつなげている例もある。これにならい、既存のイベントを改善

することも効果が期待できると思われる。 

また、教員免許や司書などの資格を取得できることについて、もっと発信すべきで

ある。 

 

高校の教員に対しては、公立短大が地域において高等教育の機会を確保しているこ

と、短期間で学位を取得でき学費の負担も少ないことなど、米短の存在意義や役割を

アピールすべきである。 

また、高校生の学校外における学修の単位認定について、協定締結校以外の高校生

にも拡大するなど、高大連携の強化も検討の余地がある。 

 

さらに、高校生のみならず、中学生に対しても、米沢市の職業体験事業「チャレン

ジウィーク」を活用するなど、教育委員会と連携し、大学に触れる機会を設けるべき

である。 
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令和７年秋に米沢市内で開催されたイベントにおいては、複数の高校生から「米短

に進学する意思が決まっている」との話が聞かれた。米短の魅力が伝わり、こうした

取組みの効果が出ている部分もある。より一層の取組みが望まれる。 

 

 

２ 米短の魅力を高める取組み 

 少子化や価値観の変容など、社会はこれまでにない速度で変化している。これに対

応し、持続的な運営を行っていくためには、米短の強みを伸ばすとともに、より良い

方向へ変化することで、さらに魅力を高めていくことが必要である。 

 

2-1 米短の強みや独自性の維持・拡大 

米短が持つ強みのひとつとして、充実した編入学支援が挙げられる。将来の目標が

定まっていない学生にとって、短期大学で学びたいことが見つかったら４年制大学に

編入学できることは大きな魅力である。 

米短には、現に多くの学生が４年制大学に編入学しているという実績がある。今後

もこの強みをさらに充実させるとともに、編入学の手厚いサポートを外部に向けて

「見える化」することも進めていくべきである。 

 

次に、資格取得である。米短では２年間のカリキュラムの中で、教員免許や司書な

どの資格を取得できるが、これが十分に伝わっているとは言えない。もっと強力に発

信すべきである。 

 

 そして、米短の独自性として日本史学科の存在がある。日本史学科には、歴史の専

門科目を短大で学ぶことができるなどの他大学にない教育的価値があると考えられ

る。その存在をアピールするとともに、さらに独自性を磨くため、米沢の歴史観光の

実践なども検討してほしい。 

 

2-2 学生本位のカリキュラムや入試制度の改善 

 カリキュラムについて検討するにあたっては、学生が何を学びたいのかを把握する

とともに、短期大学、米短ならではの特色を出すことが重要である。 

学科ごとの志願者数の推移をみると、社会情報学科を志望する学生は他学科に比べ

て減少していない。現在多くの学生が求めていると思われる「地域コミュニティ」「地

域」を学ぶことのできる実践的なカリキュラムを打ち出すべきであり、社会情報学科

の拡充も検討すべきである。 

高校生からは「地域活動をしたい」との声が多いと聞いている。地域の活動に入り

込むことにより、地域の大人との関係ができ、成長し定着していく。先に日本史学科

における米沢の歴史観光の実践の検討について述べたが、社会情報学科に限らず、ど
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の学科においても、地域活動をテーマとした学びの機会を提供することは有効と考

える。全学的に、地域に出て、地域の人とふれあう授業を取り入れることについて検

討していく必要がある。 

 

また、委員が地区高校校長会にてアンケートを実施したところ、ＩＴ・福祉・公務

員など、時代のニーズを踏まえた特色あるカリキュラムへの改革を求める声が聞かれ

た。カリキュラムの検討にあたっては、こうした意見も参考としてほしい。 

 関連して、海外留学への支援なども学生のニーズがあると思われる。 

カリキュラムの改善にあたっては、学生本位を中心に据えたうえで、時代のニーズ、

変更のタイミング等を見極めながら、積極的に検討を進めるべきである。 

 

 次に入試制度の改善についてであるが、近年、高校生の進路決定は早期化の傾向に

ある。また、高校生にとって、総合型選抜は学校推薦型選抜に比べ受験しやすいと思

われる。このことから、総合型選抜の拡大や、合格発表の前倒しは、効果が期待でき

ると思われる。 

 また、入試制度は分かりやすく発信する工夫が必要である。高校生はＷｅｂでの情

報収集が中心であることから、Ｗｅｂ相談会の開催など、積極的にＷｅｂを活用すべ

きである。在学生も含め、若年層はＷｅｂへの対応の早さをよく見ている。 

 

2-3 地域・行政との連携強化 

地域とのかかわりは米短の魅力である。近隣のスーパーが廃業した際の学生に対す

る買い物支援など、地域と行政が一体となって支援している点を見ても、地域・行政

との連携は米短の強みとして今後も強化していく必要がある。 

米沢市は「学園都市」を標榜しており、また、令和８年度から１０年間を計画期間

とする新たな「まちづくり総合計画」で示す将来像でも「学園都市」を掲げているこ

とを踏まえ、米沢市との緊密な連携のもと、地域全体で学生を呼び込み、学生が活躍

できるよう、取組みの強化が求められる。 

 

米短を卒業後、就職を希望する学生にとって、在学中に地域・企業との接点ができ

ることは、直接県内定着につながっていると思われる。地元企業との連携による就職

支援体制の強化が望まれる。 

また、４年制大学への編入を希望する学生にとっても、在学中に地域との人脈がで

きていれば、他地域の大学を卒業しても、安心して戻って来ることにつながる。 

いずれの進路であっても、地域活動をテーマとした学びの機会の提供や、地域で活

動する方の話を聞くなどの教養教育は、学生本人にとって就職活動時や就職後も役に

立ち、県内定着にもつながることから推進すべきと考える。 

さらに、学生向けの取組みだけでなく、地域住民に向けた取組みも重要である。例

えば現在、住民にも公開している総合教養講座を充実させるなどの取組みによって、
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米短と地域が双方向で交流できるとよい。 

 

2-4 大学へのアクセスや大学施設など学修環境の充実 

 ここまで述べてきたソフト面の取組みに加え、ハード面の魅力向上も必要である。 

 まず、交通アクセスについていえば、以前に比べて改善してきてはいるものの、ま

だまだ十分とは言えない状態にある。多くの学生にとって、公共交通は必要であり、

特に米沢駅とのアクセス改善は大きな課題である。バス（学園都市線）の利便性向上

については、米沢市において継続して検討されると聞いており、今後も市の取組みに

協力し、学生の通学や各種活動に係る交通アクセスの改善に努めていってほしい。 

次に、施設整備である。学生にとって環境の整備は重要であり、高校生は出身校以

上の環境を期待する傾向にある。志願者確保のために、玄関、トイレ、図書館、自習

室、学生寮等の施設整備に加え、オンライン環境も重要なインフラと位置づけ、大学

施設の改修を計画的に進めていく必要がある。 

 

 

３ 米短の魅力を広く還元する取組み 

「公立大学」である米短には、地域のニーズに応え、教育と研究を通じて地域の向

上発展に寄与し、教養と専門的知識を身に付けた社会に貢献できる人間を育てるとい

う使命がある。 

 これらの実現に向けて、魅力を伝え、高める取組みに加え、その魅力を還元する取

組みも進めていかなければならない。 

 

3-1 米短での学びをより幅広い層に提供 

米短での学びは在学生、卒業生のみならず地域からも高い評価を得ている。地域住

民に向けた公開講座「総合教養講座」をより充実させるなど、より幅広い層に米短で

の学びを提供していくことが重要である。 

1-2 で述べた高校生の学校外における学修の単位認定の拡大についても同様である。 

 

また、米短がその魅力の還元を持続させていくためには、既存の枠組みにとらわれ

ない抜本的な改革も排除せず検討していく必要がある。 

以下に述べる項目は比較的長期的な課題もあると考えるが、これまで述べてきた魅

力向上策とともに、段階的に取り組むべきと考える。 

このような取組みとしては、まず、男女共学化が挙げられる。 

検討会議においては、委員から、米短での学びを得られる機会を男性にも選択肢と

して与えてほしいとの意見があった。また、地域の高等学校長からも賛成の声が多か

ったとのことである。米沢東高校の共学化の例などからも、若い世代では女子短大へ

のこだわりや共学化への抵抗感は少ないように思われる。これを裏付けるものとして、
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数年前の法人の審議会で示されたアンケートでは、米短の新入生の７割以上が共学化

に対し「賛成」「どちらかといえば賛成」と回答している。また、大学事務局によれば、

近年のアンケートにおいても同様の傾向がみられるとのことから、学生の意識として

は、共学化に肯定的と考えられる。 

一方で、文学系学科は男子学生から選ばれにくく、共学化の効果は限定的とする見

方もある。社会情報学科を拡充することや、「地域」「コミュニティ」を強く打ち出し

たカリキュラムにするなど、男子学生の志願者獲得に寄与する取組みについても併せ

て検討していく必要がある。 

また、米短は歴史ある女子短期大学であることから、卒業生には共学化への抵抗感

や女子短大ならではのメリットを感じている方もいると思われる。こうしたことにも

配慮し、現状では女子短大としての米短の強み、独自性をさらに引き出す取組みを進

めながら、男女共学化の実現に向けて検討を進めることが望まれる。 

 

次に、４年制大学化である。 

男子学生を含めて広く学生を呼び込むのであれば、将来的には４年制大学化の検討

も必要である。しかし、４年制大学化は実現までに長い期間が必要であり、その間の

環境変化も想定されることから、慎重な検討が必要である。 

当面は公立短大のメリットや特色を強めていきながら、他の４年制大学と競合して

いくための独自性をどのように打ち出していくかなどについて、長期的視点に立ち、

継続的に検討すべきと考える。 

 

3-2 地域活力の向上に貢献 

地域との連携強化の重要性については先に述べたとおりであるが、「公立大学」と

して、大学の取組みにより地域活力を向上させていく、という視点を持って進めるこ

とが重要である。 

 

ここまで、学生による地域活動、日本史学科による歴史観光の実践、公開講座の充

実など例を挙げてきたが、これらに加え、施設開放やバスツアーなど、地域住民に大

学の存在を身近に感じてもらう機会を新たに提供することも検討すべきである。 

また、高校からは、探究活動への支援に対する感謝の声も聞かれる。高校や自治体

への教員による協力も継続的に行うべきである。 

 

これらを進めるには、地域連携を担う窓口を、米沢栄養大学の窓口と一本化したう

えで県民に還元していくといった組織改革も併せて検討が必要である。 

米短の強みのひとつである地域連携の深化を通じ、米短の魅力向上が、ひいては地

域全体の魅力向上につながるよう、取組みを進めてほしい。 
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県立米沢女子短期大学魅力向上検討会議委員名簿 

委員：６名 

◎：座長 

 

 

    伊藤 由美子  県立米沢東高等学校 校長 

            （置賜地区高校校長会） 

  

   猪脵  郁 子  米沢女子短期大学・米沢栄養大学同窓会 

            「さわらび会」会長 

 

    奥山  由 美  山形銀行米沢支店 勤務 

            米沢女子短期大学 卒業生 

 

    佐久間 竜太  米沢市企画調整部 地域振興課長 

 

 

    田中  明 子  米沢商工会議所 理事・事務局長 

 

 

   ◎宮 原  育 子  宮城学院女子大学・宮城大学 名誉教授 
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  他大学における取組状況の調査概要について 

  （「広報」及び「地域連携」） 

 

  令和７年８月～９月、第１回会議で多くの委員から御意見をいただいた「広報」及び「地

域連携」に関する他大学の取組状況を調査した。以下は各大学の取組みをまとめたもの。 

 

【学校法人戸板学園戸板女子短期大学】（東京都港区） 

○基本情報 

（１）学部数 ３学科 

（２）在学生数 787 名（2025.5.1 現在） 

（３）教員数 43 名（2025.5.1 現在） 

 

○取組みの概要・特徴的な事例 

ＰＢＬ（問題解決型学習）や産学連携を積極的に

展開し、企業とのコラボレーションを通じて実践的

な学びを提供。年間約 30 件のＰＢＬプロジェクトを実施。 

学生の体験や感情を軸にした広報を重視。ＳＮＳや紙媒体を活用し、学生主体の

発信を促進。サブパンフレット「TOITAcharms」を近隣カフェや企業に配布し、オ

シャレ・キラキラ感を前面に出すことでブランド力を強化。 

○地域連携推進体制 

職員が企業情報をキャッチするアンテナを常に張り、地域や企業との接点を創

出。ＰＢＬや産学連携は学科・教員が中心となり、教育効果の測定（事前事後ア

ンケート、外部評価）も実施。 

○広報体制 

広報部門が中心となり、ＳＮＳ（Instagram、X、TikTok）や公式ＨＰで発信。学

生広報スタッフを育成し、オープンキャンパス等で「憧れられる存在」を演出。

紙媒体「TOITAcharms」は企業や地域に配布し、大学案内とは違うデザインで差別

化。 

○主な成果 

 オープンキャンパス来場者の入学率は約９割と高水準。 

 ＳＮＳや紙媒体によるブランドイメージ向上で、地域・企業との連携が強化。 

 学生の主体的な広報参加により、大学の魅力が自然に拡散。 

○課題・今後の展望 

 ＳＮＳ運用におけるコンテンツの質確保とマンパワー不足が課題。 

 短期大学の存在意義を明確化し、４年制大学との差別化をさらに強化。 

 今後は、学生の体験価値を軸にした広報を深化させ、地域企業との長期的パート

ナーシップを構築。  

資料２ 

 
TOITAcharms 
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【学校法人武蔵野大学】（東京都江東区ほか） 

○基本情報 

（１）学部数 13 学部 

（２）在学生数 男性 4,761 名、女性 6,106 名、 

合計 10,867 名（2025.5.1 現在） 

（３）教員数 382 名（2025.5.1 現在） 

 

○取組みの概要・特徴的な事例 

フィールド・スタディーズ（基礎ＦＳ・発展ＦＳ）を必修化し、年間 90 以上の

プログラムを実施。学生約 3,000 人が地域や企業で学外実習を経験。東日本大震

災後のボランティア活動を契機に、地域課題解決型プログラムへ発展。 

特色ある学部設置を行い、アントレプレナーシップ学部など、社会ニーズに応じ

た学部改組を実施。学長直下の組織でカリキュラムを設計し、ＡＩ・ＤＸなど次

世代分野を重視。 

全学共通科目「武蔵野 INITIAL」を基盤に副専攻を設置し多様な学びを支援。 

○地域連携推進体制 

学外実習支援センターを設置し、受入先調整や手続きを担当。自治体と包括連携

協定を締結し、補助金取得や受入先紹介を推進。教員専門分野を社会実装するプ

ログラムを職員が現地で探索し、教員と結びつける仕組みを構築。 

○広報体制 

広報課がＳＮＳ（X、YouTube）を運営。Xは在学生向け、YouTube は学内各部署

の情報発信プラットフォームとして活用。Instagram はコンセプトを明確化した

上で導入予定。ＳＮＳ運用は職員３～４名で対応。学生広報チームを 100 周年記

念事業として設置。ＰＲ会社による研修を受け、記事作成や取材を実施。現在は

Ｗｅｂサイトコンテンツ執筆を学生が担当（時給制）。 

○主な成果 

 フィールド・スタディーズにより、学生の地域理解と課題解決力が向上。 

 学生広報チームによる記事発信で大学の認知度向上。 

 ＳＮＳ活用により、在学生や受験生への情報提供を強化。 

○課題・今後の展望 

 ＳＮＳ運用のマンパワー不足とコンテンツの質確保が課題。 

 学部改組や副専攻制度の定着に向け、教員間の意思疎通を強化。 

 今後は、デジタルと現場を融合した新しい大学デザインを構築し、ＡＩ・ＤＸ分

野での教育を拡充。 

学生広報チーム 
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【公立大学法人宮城大学】（宮城県大和町ほか） 

○基本情報 

（１）学部数 ３学部 

（２）在学生数 男性 541 名、女性 1,285 名、 

合計 1,826 名（2025.5.1 現在）    

（３）教員数 135 名（2025.10.1 現在） 

 

○取組みの概要・特徴的な事例 

震災後、自治体との信頼低下や「大学不要論」への対応として、広報改革と地域

連携体制の再構築を推進。高等教育無償化制度開始に伴い、地方公立大学の強み

が薄れる中、大学の価値を再定義する改革を断行。 

広報では 2018 年に基本方針を策定し、入試広報から全学的広報重視へ転換。 

Ｗｅｂサイト更新頻度を高め、ＳＮＳ活用を検討しながら情報発信の効率化を 

重視。 

地域連携では「研究推進・地域未来共創センター」が年間約 100 件の相談に対

応。市町村や企業等の依頼に基づき公開講座商品開発、６次産業化支援を展開。 

○地域連携推進体制 

「研究推進・地域未来共創センター」を設置し、年間約 100 件の相談に対応。 

公開講座や企業連携事業を展開。特徴的事例として、三菱地所と連携した地域イ

ベント（高齢者向けスマホ教室＋子供向けクリスマス会）、町内会のデジタルデバ

イド解消、企業課題の SWOT 分析・4P 分析を踏まえた提案型連携を実施。 

○広報体制 

広報ＷＧが中心となり、委員会は年５回開催。Ｗｅｂサイトとパンフレットを連

動させ、情報の精選とターゲット別発信を実施。広報担当者には専門的ノウハウ

が求められ、職員間でライティング・写真技術の研修を実施。 

メディア掲載件数は昨年度 580 件→今年度 600 件見込み。記者クラブへのプレス

リリースだけでなく、記者個人との信頼関係構築を重視。広報と地域連携を統合

した戦略的情報発信も行っている。 

○主な成果 

 広報：Ｗｅｂサイト更新頻度向上、メディア露出増加、大学認知度向上。広報体

制の整備により、大学の個性を活かしたブランディングが可能に。 

 地域連携：公開講座や企業連携事業の増加、地域課題解決型プロジェクトの実

施、学生の実践教育機会拡大。 

○課題・今後の展望 

 広報：マンパワー不足によるＳＮＳ運用停滞、専門的ノウハウを持つ人材育成が

課題。情報発信の効率化とターゲット戦略の強化が必要。 

 地域連携：相談件数増加に対し、対応の効率化と質の担保が必要。教員の負担軽

減と役割分担の明確化が求められる。 

宮城大学公式 X 
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【国立大学法人山形大学】（山形県山形市ほか） 

○基本情報 

（１）学部数 ６学部 

（２）在学生数 7,318 名（2025.5.1 現在） 

（３）教員数 747 名（2025.5.1 現在） 

 

○取組みの概要・特徴的な事例 

地域連携では、学生による企業訪問インタ

ビューとＳＮＳ発信、インターンシップの 

授業化による地域企業との接点強化、カーシェアリングのアイディア創出など地

域課題解決型プロジェクトの推進がある。 

○地域連携推進体制 

全学窓口は「社会共創推進室（やまぷら）」、学部レベルでは「やまがた地域社会

研究所」を設置。生涯学習は「山形エクステンションサービス本部（YEX）」が担

当し、公開講座を有料・独立採算制で運営。 

○広報体制 

全学組織である広報室に窓口を一本化し、統一方針で広報業務を運営。入試広報

や SNS 運用も広報室が担当。学部・キャンパス単位で大学パンフ、オープンキャ

ンパス、HP 更新を実施。高校生への直接的アプローチを重視し、新歓フェスや学

園祭で進路相談会を開催。 

対外広報として、学長による記者会見を月 1回実施し、学内から広報話題が集ま

るサイクルを形成。教員の研究分野を「注目の研究」としてＨＰやＳＮＳでＰ

Ｒ。近隣住民や小中高生向けには紙媒体やアナログ発信も重視。 

○主な成果 

 学生主体の企業インタビューやインターンシップにより地域企業との関係強化。 

 公開講座の定着とリカレント教育の拡充。 

 学長記者会見によるメディア露出増加、広報サイクルの確立。 

 窓口一本化による効率化や分かりやすさの向上。 

○課題・今後の展望 

 ・全学窓口に一本化することで、学部内で教員の依頼・対応状況の把握が難しく

なる側面もある。 

・地域連携では、社会科学分野の教員を中心に、地域企業との連携強化を図る。

有料制の仕組みを活かし、公開講座の内容を一層充実させていく。 

・広報では、学部単位の情報発信と全学方針の調整、若年層へのアプローチ強化、

デジタルとアナログのハイブリッド広報。 

めーかーずフェスタ 2024de 米沢（やまぷら） 
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【公立大学法人国際教養大学】（秋田県秋田市） 

○基本情報 

（１）学部数 １学部 

（２）在学生数 男性 282 名、女性 577 名、 

合計 859 名（2025.4.1 現在） 

（３）教員数 57 名（2023.4.1 現在） 

 

○取組みの概要・特徴的な事例 

授業にフィールドワークを組み込み、地域文化や課題を学ぶ実践型教育を展開。

代表的な授業は「秋田学Ⅰ・Ⅱ」「地域発展論」。能代市や旧雄和町などで林業体

験、文化イベント参加、聞き書き活動を実施し、成果物（ポスター・動画・冊

子）を地域に還元。 

2025 年度から「ヒューマン・ライブラリー」を自主企画。地域で出会った保護

司や戦争体験者などを大学に招き、学生と対話する場を提供。地域イベント「ユ

ービスまつり」への参加や、昭和 50 年代の旧雄和町映像上映会など、地域資源を

活用した学びを継続。英語教育支援（SGU）、インターンシップ型プログラム、Ｊ

ＲとのＰＢＬ型寄附講座など、企業連携も積極的。 

○地域連携推進体制 

地域連携チームは正職員２名、派遣スタッフ１名、学生アルバイトで構成。自治

体・企業との調整を担う。教員は授業準備から地域調整まで幅広く対応。事務局

はバス予約や研究費精算など一部をサポート。 

○広報体制 

ホームページや Instagram は企画課が運営、公式 LINE は入試課が担当。学生主

体の「デザイン LAB」が企業ミッションに取り組み、広報にも寄与。 

○主な成果 

 年間交流活動は質重視にシフトし、200 件から 80～90 件に精選。 

 学生満足度向上、地域イベント参加者増加、企業からの新規連携依頼増加。 

 留学生と日本人学生の交流促進、地域住民との関係人口づくりに貢献。 

○課題・今後の展望 

 地域からの要望増加に対し、質・量の両立が課題。教員専門性と地域ニーズのミ

スマッチも発生。 

 教員の負担増による疲弊リスク、役割分担の明確化が必要。 

 今後は、活動の可視化（パンフレット以外）、評価指標の整備、企業との長期的

パートナーシップ構築、学生主体の活動強化が重要。 

  

AIU デザイン LAB（産学連携） 
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【公立大学法人秋田公立美術大学】（秋田県秋田市） 

 ※地域連携・広報を担うＮＰＯ法人アーツセンターあきたを調査 

 

○基本情報 

（１）学部数 １学部 

（２）在学生数 1,327 名（2024.5.1 現在） 

（３）教員数 67 名（2024.5.1 現在） 

  

○取組みの概要・特徴的な事例 

秋田公立美術大学は、地域文化を基盤にした「芸術文化によるまちづくり」を推

進。ＮＰＯアーツセンターあきたは文化創造館の指定管理を担い、大学と連携し

て市民参加型の文化創造プロジェクトを展開。 

もちつもたれつ勉強会は「市民の創造的な場を二人三脚でつくる」を理念に、ワ

ークショップやネットワーク形成を通じて、地域住民・学生・専門家が混ざり合

う場を創出。 

具体的事例：文化創造館での展示・イベント、ふるさと納税返礼品に学生作品を

活用、デザインやアートを軸にした地域課題解決型プロジェクト。 

○地域連携推進体制 

ＮＰＯは大学教員が理事を務め、大学経営と連携方針を共有。市役所・企業・市

民団体との協働を促進する中間支援組織として機能。大学は企画・広報を兼務す

る教員や職員が関与し、学生の実践教育と地域活動を結びつける。 

○広報体制 

美大には専任広報課がなく、ＮＰＯが情報発信を担う。ＳＮＳやマスコミを活用

し、大学のイメージ改善と地域文化の魅力発信を強化。全国美術系メディアへの

発信や、地域イベントでのＰＲ活動を実施。 

○主な成果 

 文化創造館でのイベント増加、来場者数目標達成。市民活動センターとしての機

能を確立。 

 企業や事業者からの相談件数増加、大学と関係のなかった層との接点創出。 

 学生作品を活用した地域ブランド化、若手クリエイターの育成。 

○課題・今後の展望 

 人材育成と継承の難しさ、県内評価の伸び悩み、財源確保が課題。 

 今後は、若年層の参加促進、質的評価指標の整備、企業との長期的パートナーシ

ップ構築が重要。 

 「文化創造」という抽象概念を具体化し、地域にわかりやすく伝える広報戦略の

強化が必要。 

社会連携事業事例集 2025 


